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課題１（必須） 

少子化とこれに伴う現役世代の人口減少から，将来の労働の担い手不足が懸念されている。ま

た，DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進が経済政策の重点施策となり，AI やロボ

ット等の活用が取り上げられている。AI やロボット等の導入が進むことは，我が国の経済成長

や所得分配に影響を与え，また雇用の視点からも多くの課題を生じさせると考えられる。 

 

以上の記述及び次頁以降の資料を基に，次の問いに解答しなさい。 

① AI やロボット等の導入は，雇用や経済成長などに影響を与えることを通じて，財政にどのよ

うな影響を与えると考えられるか述べなさい。 

② 財政等への影響から，ロボット税（AI やロボットへの課税）が議論されている。ロボット税

が必要かどうか述べなさい。 

③ もしロボット税を課す場合には，どのように課税するのがよいのか述べなさい。 
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（著作権の関係により省略） 
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（著作権の関係により省略） 
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資料８ 課税の原則 

 

公平の原則 

経済力が同等の人に等しい負担を求める「水平的公平」と経済力のある人により大きな負担を

求める「垂直的公平」があります。 

 

中立の原則 

税制が個人や企業の経済活動における選択を歪めないようにします。 

 

簡素の原則 

税制の仕組みをできるだけ簡素にし，理解しやすいものにします。 

 

 出所：国税庁ホームページ「税の学習コーナー なぜ，税を納めなければならないのでしょう

か」を基に作成 

 

 

資料９ 課税ベースによる税の分類 

 

税負担を担税者の負担能力に応じて割り当てるとき，負担能力を測る尺度が問題となる。負担

能力を測る尺度によって税を分類すると次の３種類に大別される。 

 

・所得課税 

個人所得課税である所得税と法人所得課税である法人税などがある。利子・配当やキャピタル

ゲインといった資産性所得に対する課税も，一般に所得課税に分類される。 

 

・消費課税 

消費全般に広く負担を求める消費税のほか，酒税，たばこ税などの個別間接税がある。 

 

・資産課税 

相続税・贈与税，地方税の固定資産税などがある。 

 

 出所：関口祐司編著『図説日本の財政（令和５年度版）』（財経詳報社）を基に作成 
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出題の趣旨（課題１） 

 本問は，AIやロボット等の導入が雇用，所得分配，経済成長にどのような影響を与えるのか，そ

してそれらに対する影響は国の財政にどのような影響を与えるのかを考察することを求めている。

その上で，財政への影響に関する考察を踏まえて AIやロボット等に対する課税が必要かどうか論じ，

課税する場合にはどのような方法がよいのかについて課税の原則などを基に論じることを求めてい

る。 

 本問は，技術の発展が経済社会に与える影響を多面的に考察する能力とともに，それらの影響に

対してどのような対応が必要なのかについて論じる能力を見るねらいがある。 

 

 

採点の全体講評（課題１） 

本問は AIやロボットが経済社会に及ぼす影響を多様な視点から考えさせ，また財政に及ぼす影響

について考察させたものである。AIやロボットの経済社会への影響については様々なところで議論

されており，解答ぶりからも受験者にとっては取り組みやすいものであったように思われる。しか

し，AIやロボットが財政にどう影響を及ぼすか，さらにロボット課税についてどう考えるかについ

ては，財政事情のみならず税制の在り方まで幅広い知識を必要とするため，やや難しかったのでは

ないかと考える。 

 

設問①に関して 

ほとんどの答案において，雇用における負の効果，経済成長への正の効果が適切に述べられてい

た。しかし，財政への影響については（その正解はないものの），成長促進によるプラスの効果と失

業支援などの財政負担増によるマイナスの効果を丁寧に記述することを期待していたが，そのよう

な答案は少なかった。 

 

設問②に関して 

ロボット税が必要であるという立場と不要であるという立場が2：1程度であった。その立場の違

いは，設問①で財政への影響をどう見るかによっていた。ここで問うていたのは財政の問題だけで

なく，稼ぎ手としてのロボットをどう考えるか，ということであったにもかかわらず，それに対し

て何らかの考え方を提示した答案は少なかった。 

 

設問③に関して 

ロボット税を課す場合の課税の仕方については，答案では AIやロボットの所有者への所得課税や

固定資産税などを推奨するものが多かったが，誰に対して課税するのかという点に関しては明確な

考え方を示す答案は少なかった。一方で資料8にある課税の原則を引用する者も多く，簡素な課税を

推奨する答案もあった。全体的に受験者ごとに答え方は多様であったが，誰が納税するのか，また

課税標準，税率をどうするのかなどまで展開した答案はほとんどなかった。その点から，やや難し

い設問であったと考える。 
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課題２（選択） 

文化芸術には，豊かな人間性を涵養し，創造力と感性を育む等，人間が人間らしく生きるため

の糧となるなどの本質的価値がある。そして，「新たな需要や高い付加価値を生み出し，質の高い

経済活動を実現する」，「文化の多様性を維持し，世界平和の礎となる」といった社会的・経済的

価値がある。 

2017年に文化芸術振興基本法が改正され，法律名も新たに文化芸術基本法となり，従来の文化

振興を越えた総合的な文化政策の展開が国の基本方針として位置付けられた。同法の規定に基づ

く「文化芸術推進基本計画（第２期）（令和５年３月24日閣議決定）」には，計画期間中に取り組

むべき重要施策として，「文化芸術分野の活動基盤強化」，「映画・マンガ・アニメーション・ゲー

ム等のメディア芸術の振興」などが掲げられている。 

また，外務省は，平和主義や伝統文化・現代文化などソフト・パワーの潜在力を引き出すこと

で世界における日本の地位を高めるといった考え方を踏まえ，日本文化の紹介などの文化交流を

通して親日派・知日派の育成に取り組んでいる。近年世界的に若者を中心に人気の高いアニメ・

マンガ等のポップカルチャーも，我が国に対するイメージや親近感を高めるのに大きく寄与する

ことへの期待から，広報文化外交の一環として積極的に活用している。 

 

以上の記述及び次頁以降の資料を基に，次の問いに解答しなさい。 

① 我が国と諸外国における文化芸術の制度や予算などの共通点や相違点について説明した上で，

文化芸術の維持発展のための基盤強化を目的として諸外国の制度や施策で我が国も取り入れ

るべきと思われるものを適宜挙げ，その理由も説明しなさい。 

② 現在の日本文化では世界的に評価の高い分野も多くあるが，ソフト・パワーを今後さらに高

めるために，どの分野に力を入れるべきか提案しなさい。その際，文化芸術基本法前文がうた

う「文化芸術の礎たる表現の自由の重要性を深く認識し，文化芸術活動を行う者の自主性を尊

重すること」は，自由や基本的人権の尊重といった普遍的価値を重んじる先進民主主義国家と

しての我が国がソフト・パワーの面で他国に対して優位に立つ上でどのような効果をもたらし

得るかについても論じること。また，その効果について論じるに当たっては，特に我が国より

も表現の自由が制約されている諸国と比較すること。 
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資料１ 文化芸術基本法 前文（抄） 

 

（前略） 

我々は，このような文化芸術の役割が今後においても変わることなく，心豊かな活力ある社会

の形成にとって極めて重要な意義を持ち続けると確信する。 

しかるに，現状をみるに，経済的な豊かさの中にありながら，文化芸術がその役割を果たすこ

とができるような基盤の整備及び環境の形成は十分な状態にあるとはいえない。21世紀を迎えた

今，文化芸術により生み出される様々な価値を生かして，これまで培われてきた伝統的な文化芸

術を継承し，発展させるとともに，独創性のある新たな文化芸術の創造を促進することは，我々

に課された緊要な課題となっている。 

このような事態に対処して，我が国の文化芸術の振興を図るためには，文化芸術の礎たる表現

の自由の重要性を深く認識し，文化芸術活動を行う者の自主性を尊重することを旨としつつ，文

化芸術を国民の身近なものとし，それを尊重し大切にするよう包括的に施策を推進していくこと

が不可欠である。 

ここに，文化芸術に関する施策についての基本理念を明らかにしてその方向を示し，文化芸術

に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため，この法律を制定する。 
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（著作権の関係により省略） 
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出題の趣旨（課題２） 

本問は，文化芸術に関する施策としてどのようなものが必要なのかについて諸外国の取組を基に

論じるとともに，文化面における我が国に対する国際的な評価を踏まえた上で，普遍的価値を重ん

じる先進民主主義国家として，我が国がソフト・パワーを高めていく方策について提案することを

求めている。 

本問は，諸外国の事例などを参考にしながら，課題を抽出して改善策を考える能力を見るねらい

がある。 

 

 

採点の全体講評（課題２） 

設問①に関して 

 我が国の文化歳出予算額が諸外国と比較して低い水準にある点や，文化庁予算が伸び悩んできた

点などを踏まえて論じた答案が多く，おおむねよく解答されていた。 

本問では，文化歳出予算額は低いものの寄附金税制が整備されている国の例としてアメリカを，

国を挙げての文化芸術振興を進める国の例として韓国を取り上げている。近年の K-POP等の文化の

世界的浸透は目を見張るものの，文化は本来自主性を持つべきであるという観点からは，国主導の

文化政策に対する危惧も生じる。このような視点に基づいて資料で取り上げた2国の例を比較し，ア

メリカのように寄附金税制を整備することで民間が国から自由に文化を主導できる構造を担保した

方がよいのではないかという議論を展開した答案もあった。 

 

設問②に関して 

 我が国のソフト・パワーを高めていく上では，我が国はコンテンツ産業が圧倒的であるため，こ

れらやメディア芸術に引き続き力を入れていく必要があるという点についてはよく解答されていた。

他方で，学問における基礎研究と同様に，オーソドックスな文化や芸術分野での基礎体力も IPコン

テンツを創造する上でさらに必要であるとの視点もあった。 

本問では，文化芸術基本法にもうたわれている表現の自由の重要性や文化の自主性と我が国のソ

フト・パワーの関係についても論じることを求めている。この点については，表現の自由の重要性

が認識され，文化の自主性が尊重される中で発展してきた我が国のコンテンツこそが，そもそも特

定の思想やプロパガンダしか許されない権威主義体制の国々とは異なり，世界中の人々を魅了し評

価されてきた点に着目した答案があった。 

また，注目すべき答案としては，これまで言語の壁ゆえに我が国の文化や芸術のグローバルな認

知が不十分だったことを踏まえ，文化そのものへの支援に加えて，言語に重点が置かれるコンテン

ツを AIによって各国語に自動で翻訳する技術など，文化を普及するための技術の開発やその支援を

行っていくべきであると論じるものがあった。 
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課題３（選択） 

我が国は，1970年代からインドシナ難民の定住受入れをしていたが，1982年，難民条約及び難

民議定書が我が国について発効したことに伴い，難民認定制度を整備した。また，2010年度から

開始した第三国定住事業により，アジア地域に滞在する難民などを対象として受入れを行ってい

る。さらに，2023年には補完的保護対象者認定制度を開始した。 

このように，我が国は，政治的な弾圧や軍事紛争などから逃れてきた庇護を必要とする者を保

護してきたが，他国に比べると難民認定に積極的でないとして難民支援を行っている NPO など

から批判を受けている。 

他方，ヨーロッパでは，2015年に「欧州難民危機」やパリで同時多発テロが起き，難民や移民

の受入れに否定的な政党がドイツ，イタリア，フランスの議会や EU の欧州議会において無視で

きない勢力となっている。 

 

以上の記述及び次頁以降の資料を基に，次の問いに解答しなさい。なお，②及び③の「難民」

は，難民条約上の難民だけでなく，難民条約上の難民と同様に保護すべき紛争避難民などを含む。 

① 我が国が難民認定に積極的でないとする批判の要因となっている難民認定数や認定率といっ

た数値が低いことは，どのようなことに起因していると考えられるかを説明しなさい。 

② 我が国が難民の受入れを増やした場合，どのような問題が発生すると予測されるかを述べな

さい。 

③ 我が国が難民の受入れを現状レベルから大きく増やさないとする場合，その代わりに我が国

が世界的な難民問題に貢献する施策にはどのようなものがあるのかを論じなさい。 
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資料１ 難民条約と難民議定書における難民の定義の説明 

 

人種，宗教，国籍若しくは特定の社会的集団の構成員であること又は政治的意見を理由に迫害

を受けるおそれがあるという十分に理由のある恐怖を有するために，国籍国の外にいる者であっ

て，その国籍国の保護を受けることができないもの又はそのような恐怖を有するためにその国籍

国の保護を受けることを望まないもの。 

 

 出所：国連難民高等弁務官事務所ホームページ「難民条約について」を基に作成 
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出題の趣旨（課題３） 

 本問は，我が国の難民の受入れの現状について分析した上で，難民の受入れが国内の社会や政治

などの動向にもたらす影響について考察したり，世界的な難民問題への貢献のために難民の受入れ

以外にどのような施策が必要なのかについて論じたりすることを求めている。 

 本問は，資料に基づいて，制度の運用状況や制度の運用を見直した場合の影響について分析した

り，制度の運用の見直しに代わる施策について論じたりする能力を見るねらいがある。 

 

 

採点の全体講評（課題３） 

設問①に関して 

多くの答案は，政府が「条約難民」以外の形で庇護を提供してきたことについて適切に触れてい

た。ただ，難民申請によって在留資格や就労資格が認められてきたことが在留や就労目的での難民

申請者の増加をもたらしたこと，難民申請者の出身国が比較的政情が安定していた国に集中してい

たことを資料から把握できていない答案が多かった。政情不安や紛争によって移住を強いられた

人々の出身国が我が国から地理的に離れていることから，そもそも我が国を移住先として希望しな

いために，欧州諸国などと比べて，申請者の絶対数が少ないことを指摘する解答も散見された。 

 

設問②に関して 

難民の受入れが治安の悪化，雇用機会の減少，財政負担の増加をもたらすリスクについて指摘す

る解答は多かったが，これが自国第一主義や難民・移民の排斥を求めるポピュリズムの台頭をもた

らす危険性があることに触れたものは意外と少なかった。ただ，難民の社会への包摂を促進するた

めには日本語教育などの支援や難民の人権擁護に関する啓発が必要であるとする解答，あるいは難

民の受入れが労働力不足の解消につながるとする解答も見られた。 

 

設問③に関して 

難民が大量に発生している国が中東やアフリカに多いことを指摘する解答は見られたが，難民を

受け入れている国がこれらの国々の周辺に多いことに触れた解答は思いのほか少なかった。ただ，

我が国ができることとして，難民を受け入れている国に対して資金や物資などの支援を提供すべき

とする解答や，難民の発生原因となっている紛争の解決に外交を通して貢献すべきとする解答が数

多く見られ，中には，日本政府が現地で難民キャンプを運営することを提案する意見もあった。 

UNHCR への拠出に関しては，経済規模との比較で我が国の貢献度を評価する答案は意外と少な

く，GNIが我が国よりも少ない国と比較して，我が国の貢献度を評価する視点が欲しかった。 

 

 


